
 

平成１９年度当初予算 施策別概要 

 
 

                   51101 多文化共生社会づくりの推進   （生活部） 

                   51102  多様な資源を活用した国際貢献の推進   

（主担当部：生活部）                          （生活部） 

                   51103  県民主体の多様な国際交流活動への支援        

（生活部） 

 

＜施策の目的＞ 

 （対象）県民が 

 （意図）お互いを尊重し合う多文化共生社会の中で暮らし、国際社会の一員として活発に国際

貢献・交流活動を行っている 

 

＜施策の数値目標＞ 

目標値 2,850 人・団体 施策目標 

項  目 

（主指標） 

財団法人三重県国際交流財団および市町

国際交流協会の会員数 現状値 2,706 人・団体 

※ 県域をカバーする中核的民間国際交流組織である財団法人三重県国際交流財団と地域    

の中核的民間国際交流組織である市町国際交流協会の会員数の合計 

 

＜現状と課題＞ 

・ 本県では、外国人登録者数が年々増加しており、2005 年（平成 17 年）末で、47,551 人と県

人口の約 2.5％を占めています。このことから、地域社会において、外国人住民の生活面での

さまざまな課題が生じているため、その解決をはかるとともに、国籍や民族などの異なる人び

とが、互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築きながら、地域社会の構成員として安心

して共に生きていける多文化共生社会の実現に向けて取り組んでいく必要があります。 

・ 国際貢献の進展に伴い、県民の国際貢献への関心や理解を深め、県民主体の国際貢献活動が

活発に行われる環境づくりに向けて取り組んでいく必要があります。 

・ 地域における草の根国際交流を促進するため、ＮＰＯやＮＧＯなどの民間部門の多様な国際

交流活動を支援する必要もあります。 

 
＜平成１９年度の取組方向＞ 

① 多文化共生社会づくりについては、地域住民、ＮＰＯ、企業、市町等との連携・協働により、

通訳ボランティアなどの人材育成や活用、多言語での情報提供を進めるなど外国人住民の日常

生活におけるさまざまな課題の解決に向けた取組を推進します。  

目標値        ９市町 多文化共生施策を推進するための指針・計

画等を策定した市町数 現状値        １市町 

目標値       ２７か所 
外国人相談窓口数 

現状値       ２２か所 

目標値 ２３９人 

県の取組 

目標項目 

（副指標） 
発展途上国から県事業で受け入れた海外

技術研修員の人数 現状値 ２２３人 

５１１ 多文化共生社会づくりと

国際貢献・交流の推進 



 

② 国際貢献については、その重要な担い手である県民の参加意識の醸成をはかるとともに、県

民、ＮＰＯ、企業等の民間団体の国際貢献活動への支援やネットワーク化に取り組むなど、県

民一人ひとりが国際貢献活動に取り組みやすい環境づくりや人材育成を進めます。 
③ 国際交流については、地域における草の根の交流を一層活発化させていくため、県民、ＮＰ

Ｏ等の民間団体などさまざまな活動主体への支援やネットワーク化に取り組むなど、県民の活

動しやすい環境づくりや人材育成を進めます。  

 
＜主な事業＞ 

①（新・舞）コミュニケーション施策推進事業 
【基本事業名：51101 多文化共生社会づくりの推進】 

  当初予算額：⑱ － 千円 → ⑲ １３，１６７千円 
  事業概要：日本語を理解できない外国人住民のため、メディアを活用した多言語での行政・

生活情報の提供や、日本語を学ぼうとする外国人住民への日本語学習支援に関す

る取組などを実施し、外国人住民とのコミュニケーションの推進をはかります。 

 

②（一部新・舞）外国人住民総合サポート推進事業 
【基本事業名：51101 多文化共生社会づくりの推進】 

  当初予算額：⑱ １３，０８３千円 → ⑲ １９，２４９千円 
  事業概要：外国人住民をとりまく課題を効果的に解決するために、多様な主体との連携強化

に取り組みます。また、災害や病気等から外国人住民が安心して暮らせる環境を

整備するため、通訳ボランティアの育成やスキルアップのための研修を実施する

とともに、制度の普及や啓発などに取り組みます。 
 

③（舞）多文化共生・国際理解推進事業 
【基本事業名：51102 多様な資源を活用した国際貢献の推進】 

  当初予算額：⑱ ２１，３２６千円 → ⑲ １８，３２９千円 
  事業概要：多文化共生や国際貢献の推進者として期待されるＮＰＯ関係者、自治体職員、教

職員等を対象に国際理解研修を実施し、地域における国際理解を進めます。また、

県内の企業等と連携し、海外から受け入れた中堅技術者の技術研修を行うととも

に、企業や地域住民と技術研修員との交流を通して国際理解をはかります。 

 
④ 友好提携等推進事業【基本事業名：51103 県民主体の多様な国際交流活動への支援】 

  当初予算額：⑱ １１，４７１千円 → ⑲ ３，５４０千円 
  事業概要：友好提携先等とのネットワークを維持強化するとともに、県民等の主体的な国際

交流の支援等に努めます。 
 


